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近年，人口問題などによって公共施設の再編や統廃合が求められており，いかにして住民との合意形成

を図るかが重要な課題となっている．そこで，公共施設の統廃合問題に関わる住民の賛否意識の心理要因

を実証的に明らかにし，住民合意形成に向けた政策的示唆を得ることを目的とし，公共施設の統廃合に対

する賛否意識，賛否意識と関連し得る心理要因などについてアンケート調査を行った．その結果，不公平

認知と公共施設の削減動機など，公共施設の削減動機などと賛否意識に関係があった．これらのことから，

公共施設の統廃合を進めるにあたり，公共施設の削減の必要性を理解してもらうこと，不公平を感じない

ように地区で公平に配置することなどが大切であると考える． 
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1. はじめに 

 

我が国では，高度経済成長期に多くの公共施設が整備

された．しかし，近年，全国的に人口減少・少子高齢化

が進む中，従来の水準で公共施設を維持していくことが

難しい状況にある．平成の市町村合併により，同一市町

村内に類似施設が重複する場合も少なくない．さらに，

公共施設の老朽化問題が全国的に深刻化している．こう

した状況の中，多くの地方自治体において，公共施設の

統廃合をいかにして進めていくかが重要な課題となって

いる． 

しかし，公共施設等の統廃合を行うことにより既存の

施設が利用できなくなることや以前よりも施設が遠くな

るなどのデメリットが生じることが予想され，住民が統

廃合を拒否する可能性が考えられる．そのため，公共施

設等の統廃合を実施する際には，行政と住民間の合意形

成をいかにして図ることが出来るかが重要な課題である．

しかし，これまでのところ，公共施設の統廃合問題に関

わる住民の賛否意識やその規定要因については十分に検

討されていない．  

以上の認識の下，本研究の目的は，公共施設の統廃合

問題に関わる住民の賛否意識がどのような心理要因に基

づいて形成されるかについて実証的に検討し，公共施設

の統廃合問題に関わる住民の賛否意識の心理構造を明ら

かにすることである． 

 

2. 調査方法・項目 

 

 (1) 調査方法 

本調査は，愛媛県大洲市の20歳以上の住民のうち，長

浜地区，大洲地区，肱川地区，河辺地区の4地区から無

作為に1000名を抽出し，郵送にて調査依頼文及び調査票

を配布し，同封した返信用封筒を用いた郵送による回答

を要請した．そのうち409名から回答を得た．調査対象

者の性別は男性184名（45.0%），女性218名（53.3%），

平均年齢は58.93歳，標準偏差は14.76歳であった．居住

地は，長浜地区 76人（ 18.6%），大洲地区 256人

（62.6%），肱川地区30人（7.3%），河辺地区42人

（10.3%）であった． 

 

(2) 調査項目 

調査項目 2)は大別して，「大洲市の人口問題，公共建

築物の現状，予算」に関する項目，「公共施設の利用状

況」に関する項目，「大洲市の公共施設の統廃合に係わ

る賛否意識，肯定的論点・否定的論点」に関する項目，

「居住地区の公共施設の統廃合に係わる賛否意識，削減
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される場合の受容条件」に関する項目，「居住地区の公

共施設の整備水準」1)に関する項目，「行政に対する信

頼，居住地区に対する愛着意識・帰属意識」に関する項

目，「価値観」に関する項目，「個人属性」に関する項

目である． 

 

3. 調査結果 

 

(1) 公共施設の統廃合に関わる賛否意識 

大洲市全体の公共施設，並びに居住地区の各公共施設

の統廃合に対する賛否意識の平均値を図1に示す．この

図に示すように，大洲市全体の公共施設の統廃合につい

ては，平均的には「どちらとも言えない」と回答する傾

向が見られた一方で，自分の居住地内の公共施設の統廃

合については反対する傾向が見られた．特に，「医療施

設」「保健・福祉施設」「子育て支援施設」の統廃合に

ついて反対傾向が強かった． 

次に，公共施設の統廃合に対する受容条件を図2～6に

示す．市民文化系施設に関して，図2に示すように，

「財政負担の軽減」「有効な跡地利用」「市内に同種の

施設がある」等の条件が満たされれば，統廃合を受け入

れると回答した人が多かった．保健・福祉系施設に関し

て，図3に示すように，「財政負担の軽減」「公共交通

手段の確保」「市内に同種の施設がある」等の条件が満

たされれば，統廃合を受け入れると回答した人が多かっ

た．ただし，どのような条件でも「受け入れられない」

と回答する人も多く見られた．子育て系施設の統廃合に

関して，図4に示すように，どのような条件でも「受け

入れられない」と回答する人が多く見られた．その他， 

「市内に同種の施設がある」 「財政負担の軽減」「公

共交通手段の確保」等の条件が満たされれば，統廃合を

受け入れると回答した人も見られた．医療施設の統廃合

に関して，図5に示すように，どのような条件でも「受

け入れられない」と回答する人が多く見られた．その他，

「市内に同種の施設がある」 「財政負担の軽減」「公

共交通手段の確保」等の条件が満たされれば，統廃合を

受け入れると回答した人も見られた．最後に，スポー

ツ・レクリエーション系施設に関して，図6に示すよう

 

図-1 賛否意識の平均値 

 
図-2 受容条件（市民文化系施設） 

 
図-3 受容条件（保健・福祉系施設） 

 
図-4 受容条件（子育て系施設） 

図-5 受容条件（スポーツ・レクリエーション系施設） 
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に，「財政負担の軽減」「有効な跡地利用」「市内に同

種の施設がある」等の条件が満たされれば，統廃合を受

け入れると回答した人が多かった． 

 

(2) 公共施設の統廃合に関わる賛否意識の規定要因 

公共施設の統廃合に対する賛否意識の規定要因を調べ

るため，各施設の統廃合に対する賛否意識を従属変数，

その他の心理変数を説明変数とした回帰分析を実施した．

その結果を表1～5に示す． 

まず，市民文化系施設の統廃合に関して，表1より，

「市内の公共施設の必要性が低いところから削減すべき

だと認知する（削減推進_必要性）」ほど，「統廃合に

よる財政負担の軽減を認知する（肯定的論点認知_財政

負担の軽減）」ほど，賛成する傾向が高く，「統廃合に

よる行政サービスの低下を認知する（否定的論点認知_

行政サービスの低下）」ほど，「統廃合による災害時の

避難場所の減少を認知する（否定的論点認知_災害時避

難場所の減少）」ほど，「地域に対する愛着心が高い

（地域愛着・帰属意識_地域愛着（在住地区））」ほど，

「長浜地区（地区_長浜ダミー）」ほど，「利用頻度が

高い（利用頻度_市民文化系施設）」ほど，反対する傾

向が高いことが分かる． 

保健・福祉系施設の統廃合に関して，表2より，「統

廃合による財政負担の軽減を認知する（肯定的論点認知

_財政負担の軽減）」ほど，賛成する傾向が高く，「統

廃合による利便性の低下を認知する（否定的論点認知_

利便性の低下）」ほど，「地域に対する愛着心が高い

（地域愛着・帰属意識_地域愛着（大洲市））」ほど，

反対する傾向が高いことが分かる． 

子育て支援施設の統廃合に関して，表3より，「地域

に対する愛着心が高い（地域愛着・帰属意識_地域愛着

表-1 賛否意識（市民文化系施設）の回帰分析結果 

 

表-2 賛否意識（保健・福祉系施設）の回帰分析結果 
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（在住地区））」ほど，反対する傾向が高いことが分か

る． 

医療施設の統廃合に関して，表4より，「統廃合によ

る利便性の低下を認知する（否定的論点認知_利便性の

低下）」ほど，「利用頻度が高い（利用頻度_医療施

設）」ほど，反対する傾向が高いことが分かる． 

スポーツ・レクリエーション系施設の統廃合に関して，

表5より，「市内の公共施設の必要性が低いところから

削減すべきだと認知する（削減推進_必要性）」ほど，

賛成する傾向が高く，「地域に対する愛着心が高い（地

域愛着・帰属意識_地域愛着（在住地区））」ほど，

「利用頻度が高い（利用頻度_スポーツ・レクリエーシ

ョン系施設）」ほど，反対する傾向が高いことが分かる． 

以上の様に，不公平認知は公共施設の統廃合に対する

賛否意識と直接的な関連性を持たなかった．ただし，不

公平認知は，その他の関連要因と関連性を持つ可能性が

考えられる．そこで，不公平認知とその他の関連要因と

の相関分析を行った結果を表6に示す．この表に示すよ

うに，公共施設の整備水準に関して不公平感を感じてい

る人ほど，公共施設の削減動機（総論）が低い，肯定的

論点認知が低い，否定的論点認知が高い，長浜在住の傾

向にある可能性が考えられる． 

 

4. まとめ 

本調査では，公共施設の統廃合の賛否意識が，公共施

設の削減動機，公共施設を削減したときに起こるメリッ

ト・デメリットである肯定的論点認知・否定的論点認知，

地域愛着，利用頻度，居住地区に基づいて形成されてい

ることが示唆された．また，不公平認知は公共施設の統

廃合の賛否意識の直接的な規定要因にはなっていなかっ

たが，その他の規定要因との間に有意な相関が見られた． 

表-3 賛否意識（子育て支援施設）の回帰分析結果 

 

表-4 賛否意識（医療系施設）の回帰分析結果 
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本研究の結果より，公共施設の統廃合が地区全体の存

続にとっても大事であることを理解してもらい，大洲市

全体の公共施設の削減の必要性を理解してもらう必要が

あること，地区の個別性に配慮した合意形成プロセスが

大事であること，地区間で不公平を感じないように，大

洲市全体で公平に配置することが必要であると考える．

これらの要因をふまえた具体的な合意形成プロセスのあ

り方を検討することが重要な課題である． 
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(?) 

 

表-5 賛否意識（スポーツ・レクリエーション系施設）の回

帰分析結果 

 

表-6 不公平認知とその他の規定要因の相関分析 

  

施設集中 .014 .016 -.060

必要性 -.172 ** -.194 ** -.266 **

貢献度 -.105 * -.112 * -.141 **

財政負担の軽減 -.155 ** -.171 ** -.271 **

老朽化施設の削減 -.117 * -.108 * -.156 **

行政サービスの低下 .216 ** .213 ** .221 **

利便性の低下 .182 ** .183 ** .206 **

住民間のつながりの
希薄化

.277 ** .254 ** .293 **

災害時の避難場所の減少 .189 ** .152 ** .176 **

大洲 -.034 -.026 -.046

お住まいの地区 .055 .043 .041

個人属性 性別 .068 .064 .047

市民文化系施設 .018 .050 .034

スポーツ・
レクリエーション系施設

.009 .000 -.029

会社員 -.022 -.023 -.075

主婦・主夫 .013 .028 -.048

学生 .019 .002 -.033

地区 長浜ダミー .229 ** .201 ** .171 **

*:p<.05, **:p<.01

地域愛着

利用頻度

職業

削減動機

肯定的論点認知

否定的論点認知

平等性 衡平性 必要性

不公平認知
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